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条例案を樋口明議長に報告（大塚㊧から２人目 3/27) 

       福岡県が観光事業者向けの冊子を作成 
福岡県は、同性愛や性同一性障害などの性的少数者（ＬＧＢＴ）を支援する取り組みの一

環として、観光事業者がＬＧＢＴの人たちに対する際の配慮事項などをまとめた冊子「おも

てなし レインボーガイドブック」を作成・配布しています。ガイドブックはＬＧＢＴに関

する基礎知識をはじめ、当事者の声や行政、企業の動向などを紹介する内容となっています。

ＬＢＧＴの人たちに対する支援策や人権啓発に関しては、公明党の高橋雅成議員が、長年に

わたり議会で主張、６月議会では大塚議員が質問し県議団をあげて後押ししてきました。 

 

 

 
 

 

 

 

昨年６月に犯罪被害者遺族からの要望を受け、県議会主要４会派（公明党からは大塚議員、松

下議員）は犯罪被害者支援の条例案をまとめ、３月２８日本会議で可決成立しました。被害者家

族の思いを条例に反映させるべく条例制定を終始

リードしてきました。 

 条例では、①被害者が犯罪による直接的な被害を

受けた後に中傷や偏見等二次的被害に遭わないよ

う県民等が配慮すること。②被害者側が加害者に損

害賠償を滞りなく請求できるように支援。③犯罪等

により元の住居に住みづらくなった場合に県営住

宅等に入居できるよう配慮するなど、犯罪被害者の

権利保護を図ることを目的としています。 

来年４月施行へ具体的な推進計画の検討が始ま

りますが、当事者の声を反映させた施策となるよう取り組んでまいります。 

 

 

 28 年 6 月議会で、相談者の声をもとに、がん患者が治療を受けながら働き続けられるよう、

●テレワーク、短時間正社員制度など働き方改革の推進 ●がん患者が就労について相談でき

るよう、県内１９か所のがん診療拠点病院にある「がん相談支援セ

ンター」に社会保険労務士の配置すること等、がんの治療と仕事の両

立支援強化を訴えました。 

29 年度からがん相談支援センターに社会保険労務士が派遣され、

30 年度からはアドバイザーによる中小企業に出向いた両立支援の意

識啓発や、がんの治療、介護と仕事の両立支援制度導入への個別相

談、事業所の就業規則見直しの経費を助成する事業が始まりました。 

 

 

働き方改革 がんの治療、介護と仕事の両立支援 

福岡県で年間６万人が罹患 1.8万人（約 3割）が就労世代 

議員提案による 犯罪被害者支援条例を可決 

性的少数者 LGBTに配慮を 



 

 

 

森田市長に被害の説明を受ける山口代表㊨ら調査団(7/18) 

 

 

 

昨年７月５日朝倉市、東峰村を中心に福岡県で甚大な被害が発生した九州北部豪雨について、

公明党福岡県議団は、現地調査をもとに 9 月議会、12 月議会で豪雨災害からの復旧・復興対策

のほか、再発防止策や商工・観光、農林漁業者への再建策などを提言しました。 

朝倉市・東峰村で甚大な被害 

 福岡県は、被災者への生活支援のほか、

商工業者への制度融資、観光復興への

「ふくおか応援割」の実施、農林漁業者

への経営再建策、道路・河川の復興・改

良工事、砂防ダムの設置などに必要な補

正予算を組み、積極的に支援策と復興策

を展開しています。 

山口代表が現地を調査 

 公明党県議団は、災害直後から現地を

調査し、７月１８日には山口代表ととも

に朝倉市、東峰村を訪れ、現場を視察。 

一行は、小川知事、森田朝倉市長、澁谷東峰村村

長にも面談し、それぞれ災害復興の要望を聞きま

した。被害が大きかった朝倉市の赤谷川では全国

で初めて、県に代わり国が河川改修工事を開始し

ました（権限代行）。被災者がもとの生活を取り

戻すまで、復旧・復興に総力を挙げてまいります。 
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災害直後に現場を調査する大塚県議㊧（7/6） 
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昭和 40年 5月生 創価高校、創価大学卒業 明和産業㈱、神崎武法衆議院議員秘書 
平成 19年から福岡県議会議員（3期） 創価高校で甲子園出場  検索 大塚勝利 

九州北部豪雨から一年 復旧・復興対策に全力！ 

生活習慣病の重症化予防を 

糖尿病は全国で約１０００万人、予備群まで含める

と約２５００万人。その予防と重症化予防が喫緊の課

題です。糖尿病性腎症が進行し、人工透析が必要に

なると、患者の QOL が著しく低下し、医療経済的にも

大きな負担を社会に強いることとなるため、県では、

人工透析への移行の防止を目的に、「福岡県糖尿

病性腎症重症化予防プログラム」を 29 年 6 月から

開始しました。 

 


